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これまでに出た主な意見（第 1回～第３回） 

 

１． 総論 

（１）職場のパワーハラスメント対策に取り組む意義 

・パワハラは、労働者の生産性や意欲の低下を招くだけでなく、人命

に関わる重い問題。予防・防止に力を入れていく必要がある。 

・中小企業では、パワハラを経営者がやっている例もある。パワハラ

は経営的な損失にもなるということをみせていくことが重要。 

 

（２）原因・要因 

・パワハラの要因の根幹は、コミュニケーション不足。 

・パワーバランスが上手くいかないことで、職場が上手くいっていな

いことが原因 

・パワハラには、個人に問題がある場合と、組織に問題がある場合が

ある。 

・パワハラは多様化している。企業規模別、業界別、職種別の実態が

わかるとよい。 

  

（３）実態把握の難しさ 

・パワハラが起きた時の調査は難しい。 

・個別労働紛争において、被申請人がパワハラを認めるケースが少な

い。類型として多くなっている精神的な攻撃は、特にその傾向が

あるのではないか。 

・客観的にはパワハラではなかったにも関わらず、パワハラがあった

と会社に言われ、加害者とされる上司が退職し、その後、その上

司が会社側に責任を追及したという事案もある。 

・被害者が悪いのでは、というものもある。 
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・相談に来た被害者が一方的な主張をしており、会社も苦労している

と思われるケースもある。 

・被害者が加害者の場合もある。 

・規模の小さい企業は、第三者がどう関わっていくか、チェックでき

るかが課題。 

 

２． 職場のパワーハラスメントの定義 

（１） 行為者 

・流通・介護業界では、顧客からのハラスメントも無視できない。 

・顧客からのパワハラは、労働問題として捉えるべきなのか疑問。職

場内の問題に限るべき。 

・定義については、職場という範囲に限定し、指揮命令があるところ

に限定していってはどうか。 

・組織文化は企業毎に違うため、企業毎に異なったパワハラの定義が

あって良い。 

・企業や組織の中で、権限に差がないところにおこる問題を、パワハ

ラと定義するのは疑問。 

 

（２） 行為の態様 

① 行為の類型 

・行為類型が分かりにくく、行為が不適切・違法かどうかという判断

が非常に難しい。 

・何がパワハラに該当するのかが、はっきりと分からなければ企業も

対応できない。 

・相談に来た労働者が一方的な主張をしており、会社も苦労している

ケースがある。 
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② 指導監督・業務命令との関係 

・上司が部下と円滑なコミュニケーションを取るかどうかで、パワハ

ラと受け止められるかどうかが変わる。 

・パワハラと業務上必要な指導の線引きが難しい。 

 

３． 職場のパワーハラスメント防止強化等のための方策 

・特定の行為にサンクションをかけることが、どうすれば可能になる

のかを考えるべき。例えば、労災・安全衛生の観点や、労働契約

法の観点で絞るなど。 

・不法行為の類型を作り、事後的なサンクションを科すことが時期尚

早であるというのは理解できるが、事前の予防については法制化

していくべき。 

・法制化はよくよく検討することが必要。全てに対策を講じるとなる

と、企業は対応できない。 

・サンクションを科す場合は、対象が非常に狭いコアな部分のみにな

ってしまう。行為類型、努力目標を指針に立てて、その上で、第

２段階で法制化というのが現実的か 

・啓発なのか、ある程度のサンクションを科すのか、それによって、

概念・定義が決まってくる。 

・一定のサンクションを科すのであれば、定義は厳格であるべき。ガ

イドラインという形であれば、定義はある程度広くても良い。 

・あまり厳格に定義すると、身動きができなくなるのではないか。 

・広く社会通念で一般化されるパワハラについて、指導方針・ガイド

ラインを策定し、防止に向けて啓発していくことも方法としてあ

る。 

・企業規模が小さいと対策が進まない。顔が分かるので労働者は相談

しにくい。 

・パワハラが経営的な損失にもなることを見せていくことが重要。 


